







































Chambers et al. (1998) によると、TFP の変化は、技術変化 (TECHCH) ならびに効率性変化 





and Managi (2012) は、各企業の Inefficiency を、DDF 関数(Directional distance function)
を用いて算出する手法を確立した。EFFCH は、ある企業の生産性の効率がインプット-アウトプット平
面上で 1 年前と比べてどの程度移動したかを示すものであり、個々の企業のキャッチアップの程度の
変化を意味する。個別企業の TFP 変化は TECHCH と EFFCH によって求めることができる。 
Atkinson and Stiglitz (1969) によると、技術的変化というものは、必ずしも生産技術を完全に変
化させてしまうものである必要はなく、生産技術の特定の部分に対する局所的な変化につながるもの
もある。生産技術を完全に変化させてしまう技術的変化を GTC (Global Technological Change)と
よび、生産技術の特定の部分に対する局所的な変化を LTC (Local Technological Change)とよ
ぶ。Kerstens and Managi (2012) によると、GTC は、ある企業の生産性が t 年から t+1 年の間に
t+1 年のフロンティア・ラインへと移動することを意味し(図-1 の 1t tB B +→  のケース)、LTC は、ある企
ii 
 
業の生産性が t 年から t+1 年の間に t 年のフロンティア・ラインを超えたものの t+1 年のフロンティ
ア・ラインには達していないことを意味する(図-1 の 1t tC C +→ のケース )。すなわち、インプットを横軸、
アウトプットを縦軸とする平面上で、上述の TECHCH との比較を行うことにより、特定の企業が GTC
を達成したか、あるいは LTC を達成したかを同定することができる。 
 









のインプットとアウトプットを用いて、DDF 関数を用いることにより、企業ごとの Inefficiency を算出し
た。また、これらのインプットとアウトプットを用いて、Luendberger Productivity Indicator としての
TFP 変化を算出した。 
近年の日本企業の生産性の変化については、上記の生産性非効率性に加えて、業種別に、上述
の生産性変化の指標である TECHCH と EFFCH を計算し、TFP 変化を算出した。さらに、業種別
に、上述の GTC と LTC のそれぞれについて達成した企業数を同定した。これにより、2008 年から



























1tA +: tF Inefficiency






して、2010 年度調査では 2009 年度末の状況を、2011 年度調査では 2010 年度末の状況を回答し
ていただくことになっている。2010 年度調査の調査対象企業数は 3,546 社であり、そのうち 1,268
社から回答を得ている(回収率 35.7%)。2011 年度調査の調査対象企業数は 3,380 社であり、その





のである。これらの 18 項目を説明変数とし、TFP 変化を被説明変数とした Tobit 回帰分析、
Inefficiency を被説明変数とした Tobit 回帰分析、ならびに GTC 及び LTC の達成に影響を与え







た。また、業種別に、上述の GTC と LTC のそれぞれについて、達成した企業数を同定した。 
表-1 は、2008 年から 2009 年にかけて業種ごとに Inefficiency、TECHCH、EFFCH、TFP 変
化、ならびに GTC 及び LTC を達成した企業数をまとめたものである。これを見ると、製造業 16 業種
のうち、繊維製品を除く 15 業種について、TFP の低下が観測された。これは、2008 年 9 月に生じ
たリーマン・ショックが日本の製造業の生産性を低下させた可能性を示唆している。また、TFP の低
下が観測された 15 業種のうち、産業全体の効率性の変化を意味する TECHCH の低下が観測され
たのは 14 業種であった。このことは、2008 年から 2009 年にかけて日本の製造業における生産性が
低下した要因として、個々の企業による生産性低下の影響よりも、産業全体の生産性低下の影響が
大きいことを示唆している。 
2009 年から 2010 年にかけて表-1 と同様に業種ごとに計測した TECHCH と EFFCH と TFP
変化、ならびに GTC 及び LTC を達成した企業数をまとめたのが表-2 である。ここでは、TFP がほと
んど全ての業種で上昇していることがわかる。また、EFFCH が上昇したのは 10 業種であり、産業全
体の効率性の変化を意味する TECHCH が上昇したのは 13 業種である。GTC 及び LTC を達成し
ている企業数については、2008 年から 2009 年の結果に比べて LTC を達成した企業数は 13 業種
で増加し、GTC を達成した企業数は精密機械を除く 15 業種で増加している。以上の結果から、






表-1. 2008 年から 2009 年にかけての生産性変化の業種平均、GTC 及び LTC を達成した企業数 
企業数 業種 GTC LTC TFP 変化 EFFCH TECHCH Inefficiency
170 機械 2 17 -0.072 -0.079 0.007 0.503 
113 建設 0 10 -0.039 0.053 -0.093 0.223 
37 繊維製品 4 7 0.020 -0.006 0.025 0.279 
38 医薬品 2 5 -0.047 0.014 -0.061 0.274 
181 電気機器 4 24 -0.010 0.005 -0.015 0.494 
49 卸売業 2 3 -0.054 0.001 -0.055 0.392 
48 窯業 1 3 -0.093 0.015 -0.108 0.253 
159 化学 3 1 -0.072 -0.004 -0.068 0.319 
60 その他製品 2 2 -0.071 -0.005 -0.066 0.246 
29 精密機械 3 5 -0.045 -0.006 -0.040 0.241 
16 ゴム製品 1 0 -0.135 -0.003 -0.133 0.032 
57 金属製品 5 6 -0.034 0.007 -0.041 0.170 
90 輸送用機器 1 17 -0.057 0.032 -0.089 0.196 
27 非鉄金属 1 0 -0.161 0.001 -0.163 0.103 
85 食料品 4 10 -0.053 -0.002 -0.051 0.338 
15 パルプ・紙 1 0 -0.102 -0.002 -0.100 0.114 
  
 
表-2. 2009 年から 2010 年にかけての生産性変化の業種平均、GTC 及び LTC を達成した企業数 
企業数  業種 GTC LTC TFP 変化 EFFCH TECHCH Inefficiency
170 機械 3 9 0.026 -0.115 0.141 0.617 
113 建設 4 22 -0.016 0.014 -0.029 0.209 
37 繊維製品 8 4 0.132 0.008 0.125 0.271 
38 医薬品 3 19 0.103 0.024 0.078 0.249 
181 電気機器 7 21 0.079 -0.005 0.084 0.498 
49 卸売業 5 5 0.033 0.012 0.021 0.379 
48 窯業 9 12 0.052 -0.008 0.060 0.261 
159 化学 9 19 0.048 -0.005 0.053 0.324 
60 その他製品 5 15 0.033 0.035 -0.002 0.211 
29 精密機械 2 12 0.038 0.002 0.036 0.239 
16 ゴム製品 6 4 0.092 0.012 0.081 0.020 
57 金属製品 11 10 0.015 0.017 -0.002 0.153 
90 輸送用機器 11 29 0.068 0.001 0.067 0.194 
27 非鉄金属 7 12 0.104 -0.020 0.124 0.123 
85 食料品 6 18 0.016 -0.014 0.030 0.351 

























(２－１) TFP 変化を被説明変数とした回帰分析 
まず、生産性の成長率や生産非効率性に影響を与える企業の戦略要因について、Tobit 回帰分
析を行った(本文中、Table 4)。説明変数としては、上記の 18 項目を用いた。被説明変数としては、
生産性の変化(TFP 変化)を用いた。 




















(２－２) Inefficiency を被説明変数とした回帰分析 
続いて、上記の 18 項目を説明変数とし、企業の生産性非効率性(Inefficiency)を被説明変数とし



















(２－３)GTC 及び LTC の達成に影響を与える要因についての回帰分析 
次に GTC 及び LTC の達成に影響を与える要因について Logit 回帰による分析を行った(本文
中、Table 6、Table7)。上記と同様に企業戦略の 18 項目を説明変数とし、被説明変数として GTC
の達成状況および LTC の達成状況を用いた。 




























えた。2008 年から 2009 年にかけては、ほとんどの業種について TFP の低下が観測された。これは、
2008 年 9 月に生じたリーマン・ショックが日本の製造業の生産性を低下させた可能性を示唆している。
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i 本分析は短期的な視点での結果であり、企業戦略と生産性についての関係を詳述するには、長期
的な視点でのさらなる分析が必要である。 
